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４．３．日本社会論の 2 つの世界と二重構造 




















担い手となる地域おこし協力隊といった制度も注目され、政府は 2014 年 12 月 26 日、地方
創生の実現に向けて、今後 5 年間の施策の方向性を示す「総合戦略」を示し、いわゆる「東
京一極集中」を是正するため、今後 5 年間、地方で若者の雇用を 30 万人創出し、その後も







の提案募集を、都道府県に対して行い、平成 29 年度は、石川県（募集人数 120 人）、福井
県（同 105 人）、岐阜県（同 100 人）、京都府（同 260 人）、鳥取県（同 300 人）、島根県（同
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幅に加筆修正し、日本計画行政学会第 41 回全国大会・研究報告 D-1 まちづくり・協働（2018
年 9 月 8 日（土））部会において「反知性主義としてのまちづくりと公共性」として報告し、
当日の質疑応答を踏まえて加筆修正をしたものである。調査に協力いただいた全ての方に
感謝したい。 
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